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※行の挿入・削除、セルの結合は絶対に行わないこと。 （単位：千円）

電話番号
交付限度額①

（令和２年度本省繰越分）（国のR2予算）

メールアドレス
交付限度額②

（令和３年１～３月補助裏分）（国のR2予
算）

交付金関連
事業費

交付限度額③
（令和３年４月以降補助裏分）（国のR3予

算）

事業者支援分交付限度額
（令和3年4月30日通知）（国のR3予算）

事業者支援分交付限度額（市町村）
（令和3年8月20日通知）（国のR2予算）

事業者支援分交付限度額（都道府県）
（令和3年8月20日通知）（国のR3予算）

地方単独事業分交付限度額④
（令和3年12月27日通知）（国のR3予算）

通常分交付限度額
（国のR2予算）

679                                
事業者支援分交付限度額

（国のR2予算）
3,660                      

通常分交付限度額
（国のR3予算）

54,670                            
事業者支援分交付限度額

（国のR3予算）
-                            

 本省繰越希望額
（R3補正による地方単独事業分交付限度

額④に係る希望額）

交付限度額計

Ａ

Ｂ Ｇ

Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

国庫補助
額

交付金関
連事業費

Ｄ'
国のR2予算分
（交付限度額
①、②、事業者
支援分（市町

村））

Ｄ''
国のR3予算分
（交付限度額
③、④、事業者
支援分（都道府

県））

起債予
定額

その他

 159,715 - -  159,715 5,060 154,655 - - - 

1 単 通常事
業

情報関連対
策費

①新型コロナウイルス感染症対策として、役場庁舎内で
ＷＥＢ会議に対応できる執務室の拡充を図る。
②③インターネット接続系ネットワーク構築　一式　451千
円
④役場庁舎内執務室　3箇所（2階：大会議室・ミーティン
グ室、3階：議会事務局執務室）

－ － － － － －

①-Ⅳ-３．リ
モート化等に
よるデジタル・
トランスフォー
メーションの

加速

④行政IT化 R3.7 R3.10 451 451 451 R3当初（地）

2 単 通常事
業

36 防災管理費

①新型コロナウイルス感染症等に対応した新たな災害対
応スタイルの構築や、広く効率的な情報提供システムを
構築するため、各公共施設に整備したＷｉ－Ｆｉ環境を維
持する。
②③Ｗｉ－Ｆｉ環境整備経費
　イ　回線使用料　5施設　357千円
　ロ　Ｗｉ－Ｆｉ利用料　5施設　227千円
④公共施設　5箇所（役場庁舎、幌延町生涯学習セン
ター、問寒別生涯学習センター、総合体育館、保健セン
ター）

－ － － － － － ①-Ⅰ-６．情
報発信の充実

④行政IT化 R3.4 R4.3 584 584 584 R3当初（地）

3 単

事業者
支援(①
事業者
支援)

経営持続化
支援事業

①新型コロナウイルス感染症の拡大により、緊急事態宣
言等の措置を受けて、店舗の休業や営業時間の短縮、
外出・往来の自粛等により、売上高が前年又は前々年と
比較して２割以上減少し、経済的な影響を受けた町内の
事業所（飲食・宿泊・小売・サービス業等）に対して見舞
金を給付する。
　また、町内事業者の事業継続を下支えし、従業員の雇
用維持を図るため、経営持続化支援金を給付する。
②③④給付金内容
　イ　見舞金
　　　道支援金対象事業者　150千円×6事業者
　　　道支援金対象外事業者　75千円×11事業者
　ロ　経営持続化支援金
　　　従業員（正：9名、臨：8名）　500千円×1事業者
　　　従業員（正：4名、臨：5名）　350千円×1事業者
　　　従業員（正：4名、臨：2名）　300千円×1事業者
　　　従業員（正：1名、臨：4名）　250千円×1事業者
　　　従業員（正：1～3名、臨：1～3名）　200千円×4事業
者
　　　従業員（正：0名、臨：1名）　50千円×2事業者

－ ○ － － － －

①-Ⅱ-３．事
業継続に困っ
ている中小・

小規模事業者
等への支援

㉑いずれも該
当しない

R3.9 R4.2 4,025 4,025 4,025 R3補正（地）

4 〇 単 通常事
業

PCR検査等無
料化事業

①日常生活や経済活動における感染リスクを引き下げる
ため、ＰＣＲ検査等を実施する環境を整備するとともに、
健康上の理由等によりワクチン接種を受けられない無症
状者を対象に経済活動を行う際の検査を無料化し、新型
コロナウイルスの感染拡大防止を図る。
②③検査機器 1台 1,250千円、検査試薬 142,450円（24
回分）×10箱 1,425千円
④幌延町国民健康保険診療所

－ － － － － －

③-Ⅰ-２．ワ
クチン接種の
促進、検査の
環境整備、治
療薬の確保

⑩医療 R4.1 R4.3 2,675 2,675 2,675  ①検査実施
件数　240回

 町内全戸に
設置している
告知端末
機、ＨＰ

R3予備費（地）

5 〇 単
通常事

業

地域内消費
拡充プレミア
ム商品券発
行事業

①売上低迷が続く町内事業者への消費誘導及び地域内
消費を拡大の下支えを目的にプレミアム付商品券を発行
する。
　また、飲食業者への支援として、商品券利用者に対し
て特典の食事券等を還元することにより、効果拡大を図
るほか、新北海道スタイルの普及・徹底に努めながら、テ
イクアウト・デリバリーの利用を促進し、ウィズコロナ、ア
フターコロナへの順応を図る。
②幌延町商工会が実施する商品券の発行に伴う経費の
補助
③商品券発行 4,500セット（1セット 5,000円）
　プレミアム分　40％（9,000千円）
　　※共通券20％（9,000枚）、飲食券20％（9,000枚）
　利用特典分　500円×9,000枚×1/2＝2,250千円
　発行（印刷）経費　700千円
④幌延町商工会

－ － － － － －
③-Ⅰ-５．生
活・暮らしへ

の支援

⑲商品券・旅
行券

R4.3 R4.4以降 11,950 11,950 11,950 

 ①商品券発
行総額
31,500千円

②利用可能
店舗数 70店
舗

③消費喚起
効果額
40,950千円

 町内全戸に
設置している
告知端末
機、ＨＰ、チラ
シ折込

地域内消費拡充プレミアム商品券
発行事業.pdf

地域内消費拡充プレミ
アム商品券発行事業
については、３月補正
予算に計上するため、
３月末までに事業を完
了させることが困難な
ことから繰越明許とす
る。

R3補正（地）

6 〇 単 通常事
業

産業・地域振
興センター空
調設備改修
事業

①学術研究、産業及び地域の振興を図ることを目的に、
幌延町産業・地域振興センターを設置しているが、空調
設備の改修に併せて、換気設備を改修することにより、
新型コロナウイルスの感染拡大防止を図るとともに、公
共施設での感染機会を削減し、利用者が安心して貸事
務所を使用することができる環境を整備する。
②③空調設備改修工事　一式　140,030千円
④産業・地域振興センター　全館

－ － － － － －
③-Ⅰ-３．感

染防止策の徹
底

①３密対策 R4.3 R4.4以降 140,030 140,030 140,030  ①事務所貸
付件数 3件

 ＨＰ、広報誌
産業・地域振興センター改修事
業.pdf

産業・地域振興セン
ター空調設備改修事
業については、３月補
正予算に計上するた
め、３月までに事業を
完了させることが困難
なことから繰越明許と
する。

R3補正（地）

679                                                                                                       

★★★令和３年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金実施計画

都道府県名 北海道 01632-5-1111 679                                                                      -                                                                                                          

地方公共団体名 幌延町 zaisei@town.horonobe.lg.jp -                                                                         

通常分
既配分額（国のR2予算）

通常分　今回配分予定額
（国のR2予算）

Ｎｏ

第
５
回
追
加
事
業

-                                                                                                          国庫補助事業費

都道府県・市町村コード（５桁） 01520 5,060                                                                54,670                                                                  1,159                                                                                                     

担当部局課名 総務財政課 -                                                                      3,660                                                                    

国のR2予算分（交付限度額①、②、事業者支援分（市町村）） 通常分　今回配分予定額
（国のR3予算）

事業者支援分
既配分額（国のR2予算）

154,655                                                                                                                                      - 53,511                                                                                                   

地方単独事業費のうち通常事業分担当者氏名 財政グループ　主幹　渡邊　智民 1,035                                                                3,660                                                                                                     

地方単独事業費のうち事業者支援分
事業者支援分　今回配分予定額

（国のR2予算）

補
助
・
単
独

事
業
の
区
分

事
例
集
事
例
番
号

特定事業
者等支援

-                                                                      

所
管

事業の概要（①②③④を必ず明記）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

①休業要
請協力金

②事業者
への給付

金

③事業者
への家賃
支援

交付対象事
業の名称

-                                                                                                          

59,009                                                                                                   

個人を対
象とした
給付金等

基金
経済対策と
の関係

交付対象事業
の区分

（地域未来構
想20との該当

関係）

事業
始期

配分予定額計
（国のR2予算）

配分予定額計
（国のR3予算）

配分予定額計

移替先

4,339                                                                    国庫補助事業費 -                                                                      

総事業費 補助対
象事業
費

補助対
象外経
費

成果目標
（可能な限
り定量的指
標を設定）

地域住民へ
の周知方法
（HP,広報紙

など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

備考②
（事業の終期が令和
４年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分

事業者支援分　今回配分予定額
（国のR3予算）

国のR3予算分（交付限度額③、④、事業者支援分（都道府
県））

                                                                         -4,025                                                                

事業者支援分
既配分額（国のR3予算）

合計

事業
終期

総務省

54,670                                                                  地方単独事業費のうち通常事業分 154,655                                                             

地方単独事業費のうち事業者支援分 59,009                                                                  


